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おはようございます。 

 本日、ここに平成２６年第２回西之表市議会定例会を招集いたし

ましたところ、議員各位にはご出席いただきまして、誠にありがと

うございます。 

 さて、４年に一度のサッカーの祭典、ＦＩＦＡ
フ ィ フ ァ

ワールドカップ、

ブラジル大会が、予選を勝ち抜いた３２か国が参加して、１３日に

開幕し、ブラジル国内を約１月にわたって転戦します。日本は、５

大会連続５回目の出場で、最低でもベスト８を目指しているようで

ありますが、出場選手の中には、両親が本市出身で、ゆかりのある

遠藤保仁選手が出場します。最年長ながら日本代表として国際Ａマ

ッチ最多出場の経歴をもつ遠藤選手の活躍を期待し、併せて日本代

表が最後まで勝ち残るよう大いに声援を送りたいと思います。 

それでは、議案説明に先立ちまして、地域行事及び市政を取り巻

く課題等について触れたいと思います。 

４月１３日、桜園創立１００周年記念の式典が、集落民の皆さん

をはじめ、ふるさと桜島からも多数の方々が列席され、盛大に開催

されました。桜園は、大正３年１月１２日の桜島の大爆発により罹災
り さ い

した８６世帯、５２９名の皆様が、大正３年４月１３日に入植され
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てから、１００年の節目を迎えるに当たり、慶事
け い じ

を皆様とともにお

祝い申し上げたところです。その後、この地には、沖永良部の方々

も移住し、苦楽を共にされ、集落を盛り立て、現在の 礎
いしずえ

が築かれ

ております。 

入植時は、この地は大変な荒地であったとお聞きしております。

現在のような肥沃な田畑に変えるまで、どれだけの辛く厳しい日々

を過ごされたのか、思いを馳せるだけで胸に迫るものがあります。

その尊く力強い先人の魂に深甚の敬意を表するものであります。 

それぞれに突然襲い掛かった思わぬ試練に立ち向かい、望郷の念

を持ちつつも、この西之表でその生涯を終えられたことを思います

と、唯々
ただただ

「感謝」の念を捧
ささ

げるものであります。 

時代は変遷し、里山を見つめ直す社会的変化が生まれています。

改めて、中山間地域の大切さが脚光を浴びてまいりました。このよ

うな時代背景を踏まえ、私たちも先人に負けない努力を重ねること

をお誓い申し上げたところです。 

今後も先人のご遺徳を偲びながら、託された私たちは、地域の発

展に向け先人に恥ずかしくない努力を継続し、各地域と手を携えて、

西之表市の発展に努力してまいりたいと考えます。桜園集落が、引
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き続き、存続、発展しますこと、また、集落の皆様方のご健勝とご

多幸を切にご祈念申し上げる次第です。 

次に、４月２６・２７日両日にわたり、第８回種子島カップヨッ

トレ－スに係る諸行事が開催されました。今年は、時化
し け

のため５艇

が出艇できず、参加艇は１５艇となりましたが、出走時には、多数

の市民の皆様に見学、声援を送っていただきました。 

また、前夜祭や同時開催しました各種体験行事にも関係者並びに

市民の皆様方の多数の参加とご協力をいただき、にぎやかな中に交

流が持たれましたことにお礼を申し上げます。 

レース結果は、ＩＲＣクラスの優勝がモーメント、Ｃクラス優勝

がティガー２
ツー

となり、５月１７日、鹿児島市で開催されました表彰

式で各種表彰を行い、関係者の皆様と来年の再開を誓いあったとこ

ろです。 

次に、５月１８日、市民一斉の海岸清掃が実施されました。地域

によってはあいにくの雨模様で、２５日に延期して実施していただ

きました。２年続けて雨のために中止しておりましたが、今回は予

備日を設けて、市内全域で実施することができました。お蔭をもち

まして海岸が大変きれいになり、これからの観光シーズンに向けて、
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来島される方々を心からお迎えすることもできるようになりました。 

参加していただきました市民の皆様、ごみの収集に携わっていた

だきました建設・建築業の皆様、及び消防団をはじめとして、ご協

力いただきました全ての関係団体の皆様に感謝申し上げます。 

次に、農業関係についてであります。 

本市農畜産業に多大な影響を及ぼすと懸念されておりますＴＰＰ

交渉は、オバマ大統領の訪日に際しましても決着に至らず、協議が

続けられております。日米２国間のみならず、知的所有権問題など

で１２か国全体の調整も厳しいとされていますが、アメリカからは

峠は越したとの報道も伝えられており、最大の懸案となっています

豚肉等も大幅な譲歩を迫られているようであります。６日、県で開

催された政府の説明会でも、厳しい交渉が続けられているとの報告

がされましたが、農業５項目を死守するとの発言はありませんでし

た。オーストラリアとの経済連携協定（いわゆるＥＰＡであります

が）の妥結内容を見ておりますと、政府方針は、一定の譲歩はやむ

なしとの立場をとっているように映りますが、国会決議を十分に踏

まえ、交渉することを国に望みたいと思います。特に、南西諸島に

おける農作物の体系は、地理的・気象的条件から厳しい制約があり
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ます。甘える気持ちは毛頭ありませんが、国際化や規制緩和の名の

基に、一刀両断的な議論は、断じて容認することはできません。諸

外国の食糧に頼ることはＢＳＥ問題などを見ても、危険性をはらん

でいます。また、遺伝子組換え作物など、将来的に本当に人体への

影響がないのか真剣に考える必要があります。食品の安全性や食料

安全保障面からも、食料自給率を上げ、日々口
くち

にするものの安全を

守ることは何より大切なことであります。 

農業問題に関しましては、ＴＰＰ問題に隠れがちですが、日本農

業を主導してきましたＪＡ中央会制度の廃止を含む経営改革、農業

生産法人の出資・事業要件の緩和、農地転用の柔軟化とその権限移

譲など、大変重要な論議が重ねられております。狙いは企業の参入

をしやすくし、大規模化を進めることにありますが、狭い国土をい

かに有効に活用するか、農地のあり方が問われております。効率性

重視という点では大変気にかかる事例があります。それは、規制緩

和が公共交通にもたらした影響であります。この問題は、日本全国、

特に過疎地では、かなり大きな弊害をもたらしたと考えております。

先行して導入した諸外国でも、公共がコントロールすることの再評

価が始まっています。すべてを競争に委ねる弊害を検証し、人にや
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さしい制度設計が望まれているのではないでしょうか。 

話しを戻しますと、日本の人口は減少しておりますが、世界人口

は増加しております。天変地異もあり、将来的に食料は不足すると

の報告もあります。食料生産は効率的な視点だけではなく、安全性

や里山を守るという視点が欠かせないと考えるところです。本市の

農業をどのようにしたら守れるのか、欧米では日本食ブームが到来

しています。日本がこれまで育んできた食生活のあり方や文化が再

評価されているこの時期、「農業」のもつ多面的側面を今一度、真剣

に考えてみる必要があると考えております。 

同じ農業分野では、昨年１２月１０日から操業が開始されました

２５／２６年産のさとうきびが、秋口の降雨と高温・多照による回

復が顕著となったことから、見込みより多収となり、最終的には操

業期間を１１日延長し、５月２日に終了いたしました。生産実績は

種子島全体で１８万９千４百８５トン、平年を７千トンほど上回り、

１０アール収量でも６千９百９２キログラムと平年近くまで回復い

たしました。本市においても操業当初の見込みでは、１０アール収

量が３年続いて５トン台になるのではと大変危機感を抱いていたと

ころでしたが、６千２百１キログラムと３年ぶりに６トン台に復活



7 
 

することができました。しかし他町との差は依然大きく、今後とも

プロジェクト１０８
イチマルハチ

の活動を展開し、更なる反収回復に努めてまい

ります。１３０日を超え長期にわたりご尽力をいただいた受託者組

織の皆様や関係機関の皆様に感謝申し上げます。 

また、５月８日、「日本一走り新茶」の産地づくりを目指している

熊毛地区茶業推進協議会の会員が参加して、熊毛地区製茶共進会が

開催されました。本年の一番茶は、数量的には昨年を下回りました

が、単価が２割以上回復し、経営改善が期待されるところです。 

次に、大きな期待が寄せられている「安納いも」の生産振興でご

ざいますが、お陰様で２４年度の農業粗生産額実績においても、耕

種部門のトップとなり、過去最高だった昨年をさらに上回り、１４

億７千万円と順調な伸びを示しております。今後ともブランド力を

一層強化するため、焼き芋等加工品も含めて品質の安定・向上、非

破壊検査体制の早期実現、キュアリングや流通コンテナ等の導入や

販売促進に努めてまいります。 

懸案となっています鳥獣害被害については、２５年度の被害状況

を広報紙でお知らせいたしましたが、被害件数は３百件ほど増の１

千１百４２件となる一方、被害面積は５ヘクタール減少し６４．５
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ヘクタール、被害金額は２千４百万円ほど減の７百２０万円となっ

ております。アンケートの回収率が向上し、地区的に増加したとこ

ろも見られます。また、都市部周辺や北部などへの被害の拡散も懸

念されるところであり、今後とも鳥獣対策協議会や猟友会・実施隊

とも連携して、狩猟圧を強め、被害対策を講じてまいります。 

次に、県下では豚流行性下痢（ＰＥＤ）が蔓延し、１９９６年の

大流行を超える３万６千頭が、全国では約５０万頭が死亡したと報

告されています。懸命の防疫作業の結果、沈静化しつつあるものの、

徳之島町を含め全県下に被害が広がっている状況下では、いつどこ

に飛び火するかわかりません。幸いに熊毛地区での発生の報告はあ

りませんが油断することなく、防疫態勢を強化していただきたいと

思います。 

市の主要産業である第一次産業の動向については、今後も注意深

く見守り対応してまいります。 

次に、西之表市汚泥再生処理センター整備事業についてでありま

す。４月２日、新施設建設予定地において安全祈願祭が執り行われ、

本工事に着手いたしました。現在、地盤改良や土留
ど ど め

工事を施工中で、

実施設計が完成次第、本格的な屋体
おくたい

の建設をはじめ、平成２７年度
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中の完成に向け工事を進めてまいります。  

次に、国民健康保険事業についてであります。 

全国的には市町村が運営する国民健康保険会計は、２４年度決算

で、３千億円を超える赤字になっております。国保事業の運営を都

道府県へ移行するという議論の中で、全国知事会は国と地方の協議

へ参加する前提条件に「赤字を出さずに運営するための財源確保」

を掲げており、今後巨額の赤字を埋める財源の捻出方法や配分方法

が課題となってくるものと思われます。 

本市の状況は、被保険者数の減少により医療費全体は減少してい

るものの、高齢化によると思われます一人当たりの医療が増加の傾

向にあります。医療費適正化のための予防・保健事業及び財源確保

のための収納率向上対策等積極的に取り組んでおりますが、構造問

題が財政を圧迫し、状況が好転するまでに至っていないところであ

ります。 

 本年度も国保会計は財源不足が見込まれ、一般会計からの財源補

てんがなければ、約３０パーセント程度の税率改正が必要とされた

ため、本６月議会に約１億３千万円の繰出金を計上しましたので、

ご審議をお願いいたします。 



10 
 

２５年中の市民所得は、農業所得をはじめ全体として、約１億５

千万円、１．０パーセント程度上昇しておりますが、国保対象世帯

の中でも給与・年金所得が減少しており、併せて消費税率の引き上

げ等による税負担感が増していることを勘案し、今年度の税率の改

正は行わず、一般会計からの法定外繰入で対応することといたしま

した。 

今後も収支の改善が見込めないことから、早い時期に被保険者を

はじめ関係各位に国保財政の状況を説明し、２７年度に税率改正を

行う方向での理解が得られるよう努め、調整を図ってまいりたいと

考えております。市民の命を守り、健康で安心できるまちづくりを

実現していくために必要な医療を確保するために、ご理解をいただ

きたいと思います。 

次に水道事業についてであります。 

平成２５年９月検針分から水道料金を平均８．０９パーセント値 

上げさせていただいたところであります。今後の更なるコスト軽減

と渇水対策のために、阿曽浄水場周辺の伏流水の取水可能量を調査

いたしておりましたが、現在取水している河川の表流水と同量程度

の伏流水の採取が可能であるとの調査結果を踏まえ、今議会に阿曽
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浄水場取水施設整備事業費の計上を行うことといたしました。 

今後もコスト縮減や水源の安定供給に結びつくような対策を講じ

て、料金改定に頼らない安定的な経営を行って参りたいと考えてお

ります。 

さて、日本の人口動態は、人口減少が続く中、地方から都市部へ

の流入が止まらず、３大都市圏に人口が集中する「極点社会」が進

みつつあると言われています。日本生産性本部が設置した日本創生

会議の分科会が、５月８日に発表した試算では、２６年後の２０４

０年に、８９６市区町村で２０から３０代女性が半数以下になるこ

と、このうち５２３自治体は、人口が１万人を切ると見込まれ、こ

れらの自治体では、社会保障、公共交通、学校の維持が難しくなり、

将来消滅する可能性があると警鐘を鳴らしています。本市の場合も、

２０から３０代女性の将来人口が、６２．７％減の５３１名との試

算が示されました。厳しい状況は想定しておりましたが、公表され

た数字は大変驚くべきものでありました。今程の国保事業の運営も

人口減少がもたらす要因も少なからずあるものと思います。ゆゆし

き事態かつ難しい問題ではありますが、本市の諸課題を解決してい

く上で人口問題は最も重要かつ基本的な問題であると捉えておりま
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すので、市民の英知を結集し、具体的な対応策を講じてまいりたい

と考えます。 

 また、先程、公共交通の話を致しましたが、経営赤字が続く、本

県と熊本県を結ぶ肥薩おれんじ鉄道に関し、向こう１０年間にわた

り、１０億円の経営安定化資金を県市町村振興協会の基金から拠出

するという県案が提示され、市長会の理事及び理事を構成する副市

長会で協議を重ねてまいりました。５月１５日、鹿屋市で開催され

ました九州市長会において、臨時市長会が招集され、支援を行うと

の方向性が確認されました。本件に関しては、発足当時の約定や今

後の健全化の見通し、全県下で負担することの根拠が曖昧であると

再三にわたり申し上げてまいりましたが、ご案内のような結果とな

りました。新幹線開通やおれんじ鉄道の存続は、全県下への経済効

果や観光交流、また物流を確保にするものとして維持する必要性が

あるとの県説明であります。市長会の中でも賛否がありましたが、

沿線各市の強い支援希望があり、大きな視点から判断し、今回の支

援を最後として、県の要請を受け入れるとの判断がなされました。 

 私としては、結果は受け止めるものの、今後の県市町村振興基金

のあり方について、しっかりと議論を尽くすべきとの主張を申しあ
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げ、各市長の皆さん方に一定の賛同を得られたものと考えておりま

す。沿線自治体のご苦労及び１４０万人近くの利用者がおられるこ

とは理解致しますが、先程来申し上げていますように、公共交通問

題は、どの自治体でも大きな課題となっており、ひとり肥薩おれん

じ鉄道のみが困っているものではありません。国や県の支援策並び

に企業の経営努力を一層求めたいと思います。 

次に、本市は雇用の創出を重点推進項目として掲げております。

平成２６年３月までに西之表市企業等立地促進条例に基づき，立地

協定を行った事業者は１０事業者で、雇用者は述べ５８人が見込ま

れています。これに加え，５月３０日、株式会社西川グループ本社

と企業立地協定を締結いたしました。１０８部屋，４階建てのホテ

ルを下西地内に建設することとしており、新たに４０名の地元雇用

が見込まれております。今年１２月に落成予定であり、市内の宿泊

可能人数が大幅に増えますので、今後、大型の修学旅行等の受入件

数も増えていくものと期待しております。 

この他、大規模な太陽光発電が３か所完成し、４件目の起工式も

先日行われました。さらに、安納の久米養殖場の事業撤退の申し出

を受け、承継先
しょうけいさき

を案じておりましたが、引き受けを検討してもよい
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との企業から問い合わせをいただきましたので、現在、所管課の方

で条件等を詰めております。 

このように、西之表市を活性化させる幾つかの民間企業の動きが

ありますが、行政においても、「にぎわいの創出」に向けて、各種ア

ンケートを徴しながら、ワークショップ形式で検討を重ねておりま

す。市民意見として、人口増加、過疎防止、雇用拡大などの意見を

いただいており、今夏以降、イベントを組み込みながら市民の要望

を実現するよう論議と行動を積み重ねてまいりたいと思います。活

性化策の中では、中心市街地の「にぎわい」をどのように創りだし

ていくかということがテーマの一つして挙げられており、この中で

観光交流の拠点施設の整備についての議論も深まるものと考えてお

ります。併せて、民間企業においても新たな動きも出てきており、

今後、産・学・官の連携を保ちつつ、雇用や所得政策に繋がる事業

や誘致に力を注いでまいります。 

この他、研修・文化施設として活用が多い市民会館の老朽化が進

んでいることから、平成２７年度に開催される国民文化祭を見据え、 

全館改修に向け進めてまいりたいと思います。 

次に住民の皆様との意見交換、公聴についてであります。 
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これまで、私は地域と市長の語る会を毎年開催し、校区ごとに市民

の皆様との意見交換に努めてまいりました。これまで、ご協力をい

ただきました区長さんや集落長の皆様方には心より感謝を申し上げ

たいと思います。今年度に関しましては、極点社会という表現にも

見られますような、厳しい現実を踏まえ、テーマを人口減少、高齢

化社会の対応への課題に絞り、対象者も、校区、集落、各種団体な

ど区分に工夫を加えて議論を重ね、解決策を市民の皆様と一緒に考

えてみたいと思います。関係各位の参加をお願い申し上げる次第で

す。 

馬毛島問題についても、触れておかなくてはなりません。 

先日の、第４次厚木基地騒音訴訟でも明らかなように、米軍の行動

に日本政府や司法が制約を加えるのはできないというのが現状であ

ります。私は、この西之表市の住民の命を守り、未来への持続的発

展を図る責任があるものとして、地域資源を活用し、安心して住め

る島、多くの人々が訪れる島づくりを目指しており、地域を危険に

さらす方向に進めるわけにはまいりません。引き続き、馬毛島への

ＦＣＬＰ関連施設の整備に反対し、地域の安全と安心を守るため政

府に要請を行ってまいります。 
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それでは、本日提案いたしました議案についてご説明いたします。 

本定例会に提案いたしました議案は、西之表市税条例等の一部を

改正する条例など条例の一部を改正する専決処分議案３件、平成 

２５年度西之表市一般会計補正予算など補正予算の専決処分議案７

件、西之表市公平委員会委員選任のための人事議案１件、西之表市

立学校の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の制定議

案１件、鹿児島県市町村総合事務組合の共同処理する事務の変更及

び同組合規約の変更議案１件、平成２６年度西之表市一般会計補正

予算ほか特別会計補正予算議案６件、その他の議案２件の合計２１

件であります。 

主な議案についてご説明いたします。 

議案第３５号は、公平委員の外薗哲郎氏が本年９月１５日をもっ

て任期満了となるため、同氏を再任しようとするものであります。   

議案第３６号は、児童数の減少により、鴻之峯小学校を平成１３

年度から休校としたうえで、再開するための方策を校区、ＰＴＡと

ともに検討してまいりましたが、今後の児童数の推計から再開する

目処が立たず、休校後の期間も長期化していることから、廃止しよ

うとするものです。 
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議案第３７号は、職員等の退職手当の支給事務を鹿児島県市町村

総合事務組合に委託しようとするもので、構成各市町村の同意を得

る必要があることから、共同処理する事務の変更及び同組合規約の

変更を行うものです。これにより、年度毎の退職手当の支払い額を

平準化できるほか、事務の軽減を図ることが出来ます。 

議案第３８号から第４３号は、平成２６年度西之表市一般会計及

び特別会計の補正予算であります。 

一般会計補正予算の主なものは、国民健康保険特別会計への繰出

金１億３千４百５８万４千円、海岸漂着物の清掃を実施する海岸漂

着物地域対策推進事業６百７８万５千円、わかさ公園展望台の修繕

費として２百４１万４千円、小中学校のパソコン更新費用として２

百７５万４千円、二石
ふたついし

遺跡発掘事業に２百８１万２千円、２月２７

日の豪雨による農林水産施設災害復旧事業に５百３６万円のほか、

各費目に４月１日付人事異動に伴う人件費を計上しております。 

この結果、歳入歳出予算の総額に１億５千５百９７万３千円を追

加し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ百億４千６百９７万３千円と

するものであります。 

市民の皆様並びに議員各位には一層のご理解とご支援を賜ります
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よう衷心よりお願い申し上げますとともに、議員各位にご審議をお

願い申し上げまして、私の市政に対する所信表明及び提案理由の説

明といたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


